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2019年6月26～27日、ハバロフスク市
（ロシア）で「ロシア・アメリカ太平洋パー
トナーシップ（Russia-American Pacific 
Partnership: RAPP）」の第24回年次会
合が開催された。

RAPPは、1994年に設置された「米国
西海岸―ロシア極東地域間経済協力会
議」を前身としている。これは、当時存在
した「ロシア・米国経済・技術協力委員会

（通称：ゴア・チェルノムイルジン委員会）」
の活動を支える官民合同の地域間協力
促進のプラットフォームであった。2003年の
第8回会合から現名称に変更して、米ロ
で毎年交互に継続開催されている。両国
の中央・地方の政府関係者の参加を得つ
つ、民間主導で交流を深めようとのコンセプ
トで運営されている。ロシア側の窓口はボ
リス・ストゥプニツキー沿海地方商工会議

所会頭、米国側の窓口は民間の非営利
団体である米国・ロシア関係評議会のデレ
ク・ノーバーグ会長が務めている。

会議は、1日目に全体会議と4つのテー
マ別パネルセッション、2日目にオープンディ
スカッションと全体会議を行うという構成で
あった。以下、まず各セッションの概要を説
明した後に、筆者の所感を述べることとす
る。

地道に続くロシアと米国の地域間交流
ERINA調査研究部長・主任研究員
新井洋史
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1 http://www.usrussia.org/rapp-forum

会議概要

1日目午前中の全体会議では、主催者
や政府関係者のあいさつが行われた。筆
者は、出張日程の都合で途中からの参加
であったが、プログラムによれば、冒頭のハ
バロフスク知事、市長の歓迎の言葉に続
き、中央・地方の政府関係者からのあいさ
つがあった。ロシア連邦政府からは、極東・
北極地域開発省、外務省、経済発展省の
代表者、米国からは在ウラジオストク総領
事があいさつを行った。さらにロシア極東の
各連邦構成主体の代表者らが地元PRも
兼ねた発言を行った。

この全体会議の後、「エネルギー部門
の協力」、「ロシア極東と米国西海岸の間
の貿易、経済、観光関係の発展」、「北太
平洋と北極圏での協力」および「ロシア極
東と米国西海岸における学術交流と一般
市民交流の発展」の計4テーマでのパネ
ルセッションが順次行われた。

最初の「エネルギー部門協力」では、サ
ハリン１プロジェクトのオペレーターであるエ
クソンモルネフテガス社および米国のエン
ジニアリング会社であるフルーア社がそれ
ぞれ自社の活動について報告を行った。
いずれも、今回の会議のスポンサーであり、
自社の実績に加えて、サハリン州を中心に
地域社会への貢献に努めている姿勢をア
ピールする内容であった。

第2パネルでは、主に航空路線と観光に
ついて議論された。現在、ロシア極東と米
国とを結ぶ定期航空路線は無く、夏期の
みカムチャツカとアラスカの間にチャーター
便が運航されている。ここ数年は、年間８
便程度であるが、来年は10便の運航を目
指したいとの発言があった。このパネルで
は、日本とロシア極東との間でチャーター便
運航などを行っており、米ロ間のチャーター
便にも関わっているジャパン・エア・トラベル・
マーケティング社の羽田ダッシュ社長も発
言した。パネルの議論の中では、日本など
18カ国の国民が対象になっている「ウラジ
オストク自由港」区域における電子ビザ制
度を米国民も対象にすべき、ペトロパブロフ
スク・カムチャツキー空港において国際便
間の乗り継ぎ（ロシアビザ不要）が可能とな

るようなハード面・制度面の整備をはかるべ
き、といった意見が出されていた。

第3パネルと第4パネルには、共通する話
題がかなりあった。具体的には、北太平洋
や北極海での生物資源調査や違法操業
防止、資源保護といったテーマである。これ
らの課題については、当事者間で長年の
協力が続けられてきていることが紹介され
た。例えば、アメリカ沿岸警備隊の代表者
は、北極海やベーリング海での違法操業
監視などでロシアとの間で有意義な協力
が行われてきていることなどを強調してい
た。また、サケ・マスに関する共同研究の紹
介などもあった。これらに加え、第4パネルで
は、ハバロフスク市とポートランド市（オレゴ
ン州）の姉妹都市交流の成果として、ハバ
ロフスク市での「きれいな水」（下水処理）、
「固形廃棄物」（ごみ減量・分別）のプロ
ジェクト実施などが紹介された。ハバロフス
ク市の代表者は、新潟市との姉妹都市交
流で地元テレビ局などを活用して相互理
解を深めてきた実績にも言及していた。

2日目は、前日の議論も踏まえて、両国政
府への提言案の内容を議論した。政府に
対して提言を行うことは、前身の会議の設
立趣旨を踏まえたもので、RAPPの伝統で
ある。各参加者から自由に提案してもらい、
それらをその場で議論しながら、提案項目
の概要を整理していった。これらを踏まえ
て、会議終了後一両日中に各提案者は具
体的な文案を事務局に提出し、その後1か
月以内に成文を得るという形で準備が進
むことになった。おそらく、本号が出版され
る頃には、最終的な提言文がRAPPのウ
エブサイトに公開されているはずである1。
なお、同サイトには過去数年分の会議報
告ならびに提言も掲出されている。

最後の閉会全体会議では、ロシア連邦
経済発展省欧州・北米・国際機関局次長
のドミトリー・サジン氏、在ウラジオストク米国
総領事のマイケル・キース氏、午前中のセッ
ションのモデレータを務めたウラジオストク
ブネシトランスのタチアナ・コンコ社長、イン
ターパシフィック・アビエーション・アンド・マー
ケティングのマーク・ダドリー北米地域統括
部長、そして両国の窓口であるストゥプニツ
キー氏、ノーバーグ氏が発言した。この中

で、コンコ氏は提言項目の主なものとして、
米国人のロシア入国ビザ簡素化、北極海
での協力、学術協力の強化に向けた作業
部会設置、姉妹都市や生徒・学生交流の
強化などを列挙した。

所感

米国は、2014年のロシアによるクリミア併
合以降、ロシアに対して制裁を科しており、
ロシアがそれに対抗して報復措置を取っ
ている。こうした状況は、当然ながら経済交
流にも影を落とす。今回の会議の参加者
数、議論の内容がこのことを如実に物語っ
ていた。筆者は、2000年、2003年に参加し
て以来、久しぶりに参加したが、参加者数
は大幅に減った。2003年にサハリンで開催
した時は約250人が参加したが、今回80
～90人ほどだったという。しかも、最後まで
参加したのは、そのうちの半分以下であっ
た。ちなみに第三国人で参加していたの
は羽田氏と筆者のみであった。ノーバーグ
氏は、過去最大で300人くらいが参加した
こともあるが、近年はほぼ今回と同じくらい
だと話していた。人数が少ないのは残念だ
が、他方、じっくり議論できるというメリットもあ
るとのことだった。

また、議論の内容に関しては、経済交流
推進の観点からは、残念ながら低調だった
と言わざるを得ない。全パネルを通してみ
ても、ビジネス拡大について論じた企業関
係者は、実質的に航空輸送、観光関連に
限られた。エネルギー関連企業の発言は
自社の紹介にとどまった。多かったのは、学
術交流や人的交流などに関わる当事者
の発言であった。制裁とは無関係に展開
できるビジネスも数多くあるはずだが、直接
制裁対象ではなくても、企業としては動きに
くいという空気が米国側にあるようだ。さら
に、制裁の影響は意外なところにも及んで
いて、ロシア科学アカデミーの研究者は国
家公務員扱いになっているため、米国が
実施する国際共同研究プロジェクトに参
加できないという状況になっているらしい。

以上を鑑みると、米ロの地域間協力は
あい路に入っていると言えそうだ。しかし、
皮肉なことに、より経済交流が活発に行
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われている中国や日本との間で90年代や
2000年代に立ち上げられた民間あるい
は地方政府主導の地域間協力のプラット
フォームが活動休止したり、事実上消滅し
たりしてしまっている中で、RAPPだけが現
在に至るまで活動を継続しているのであ
る。将来の環境好転を見据え、今は学術
交流や市民交流などのテーマで協力関係
を地道に維持する、いわば「雌伏の時」と
いう見方ができる。

長期にわたって会議が継続できている
背景として、これを支えるスポンサーと人材
の存在が大きいと思う。

筆者が知る限り、エクソンモルネフテ
ガス社やシベリア石炭エネルギー会社

（SUEK）など数社がRAPPの安定したス
ポンサーとなっている。こうした複数の企業
スポンサーが会議開催を支えている。同時
に、参加者からも500ドル程度の参加費を
徴収して会議運営に充てている。このよう
に、資金確保手段が定型的に確立してい
るからこそ、継続開催が可能となっている
と言えよう。

より重要なのは、会議を支える人材であ
る。2000年代前半からアメリカ側窓口とし
て会議を仕切っているノーバーグ氏は非
常に流ちょうにロシア語を操る。今回も、会
議の中での司会、意見発表、事務連絡
等、公式の場面での発言をほぼすべてロ
シア語で通していた。英語を使っていたの

は米国からの参加者と個別に話をする場
面だけだったように思う。同氏の力量と熱
意が、制裁下で参加者を減らしつつも、こ
の会議の継続を支えているように思う。

ロシア側では、ロシア連邦経済発展省
欧州・北米・国際機関局次長のドミトリー・サ
ジン氏も、ほぼ「皆勤賞」とのことだ。冒頭
と締めくくりの全体会議であいさつを行っ
た以外は、ずっと聞き役に徹していたが、
他の省庁関係者が冒頭の全体会議だけ
参加して退出したのとは好対照であった。

約20回も会議に参加を続けていることと併
せ、この会議の意義を十分理解している
証左だろう。こうした人物がモスクワの政策
決定の現場にいることの意味は大きいもの
と思う。

来年は米国での開催の順番である。複
数の開催地候補が検討されている段階と
のことで、具体的な開催地、開催時期の
発表は無かった。ノーバーグ氏は、第25回
という節目の年でもあるのでしっかりした会
議にしたいと意気込みを語っていた。

（出所）筆者撮影




